
熊本県軽費老人ホーム事務費補助金交付要領  

 

（趣旨）  

第１条 この要領は、熊本県健康福祉補助金等交付要項（平成１５年６月１８日施行。  

   以下「要項」という。）に基づき軽費老人ホーム事務費補助金を交付する場合の申

請手続等を定めるものとする。  

 

 （交付申請）  

第２条 要項第３条第 1 項の申請書の提出部数は 1 部とし、その提出期限は毎年４月  

１０日とする。ただし、知事が必要と認める場合は、別途指定した期日までとする。  

２ 要項第３条第２項第１号の事業計画書は、次の各号のとおりとする。  

（１）県補助金所要額調書（別表１－１）  

（２）県補助金所要額内訳書（別表１－２）  

    ア 軽費老人ホーム支出額内訳（別表１－２（１））  

    イ 階層別、月別利用人員内訳（別表１－２（２））  

    ウ 利用料納付額及び事務費基準額内訳（別表１－２（３））  

    エ 職員の状況（別表１－２（４））  

    オ １施設あたり職員平均勤続年数算定表（特定施設入居者生活介護の指定

を受けていない場合は、別表１－２（５）、特定施設入居者生活介護の指

定を受けている場合は、別表１－２（６）及び別表１－２（７））  

３ 要項第３条第２項第２号の規定に関わらず、収支予算書は、事業者の会計基準に     

  則した収入支出予算書（又は見込書）抄本とする。  

４ 要項第３条第２項第３号のその他必要とする書類は、軽費老人ホーム利用料の額  

  を明らかにすることができる利用規程等とする。  

 

 （変更申請）  

第３条 要項第５条第１項の変更事由は、事務費実支出額又は事務費基準額若しくは  

事務費本人徴収額の変更による補助対象経費の変更とする。  

 ２ 要項第５条第２項の変更申請書の提出部数は、１部とし、事業変更計画書は、次  

  の各号のとおりとする。  

（１）県補助金所要額調書（別表２－１）  

（２）第２条第２項第２号及び第３項に掲げる規定に相当するもの（別表２－２及び  

  収入支出予算書（又は見込書）抄本）  

 

（補助金の交付及び請求）  

第４条 補助金の交付は、四半期毎に概算払するものとする。ただし、第４四半期に

ついては、原則として、１月分は 1 月に概算払し、2 月分及び３月分の 2 ヶ月分は

３月に概算払するものとする。  

 ２ 要項第１１条第３項の補助金等概算払請求書の提出部数は、１部とし、その提出  

期限は、当該概算払期間の最初の月の１０日とし、第１四半期については５月１０



日、３月については末日とする。ただし、その日が、熊本県の休日を定める条例（平

成元年熊本県条例第１０号）に規定する休日に当たるときは、その日以降において、 

  その日に最も近い休日以外の日を提出期限とする。  

 

 （近況報告等）  

第５条 この補助金に係る状況報告等については、次のとおりとする。  

（１）事業を中止し、又は廃止する場合には、別記第 1 号様式による申請書を提出し   

て知事の承認を受けなければならないこと。  

（２）利用者名簿内訳書（別記第 2 号様式）を毎月１０日までに提出すること。ただ  

  し、第４四半期については、概算払請求書に添付すること。  

（３）事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により  

  取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械及び器具については、 

  補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５  

  ５号）第１４条第１項第２号の規定により、厚生労働大臣が別に定める期間を経

過するまで知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲

渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならないこと。  

（４）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後におい

ても、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図ら

なければならないこと。  

（５）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収

入の全部又は一部を県に納付させることがあること。  

 

（実績報告）  

第６条 要項第９条第１号の事業実績書は、次の各号のとおりとする。  

（１）県補助金精算書（別表３－１）  

（２）県補助金精算内訳書（別表３－２）  

   ア 軽費老人ホーム支出額内訳（別表３－２（１））  

   イ 階層別、月別利用人員内訳（別表３－２（２））  

   ウ 利用料納付額及び事務費基準額内訳（別表３－２（３））  

   エ 職員の状況（別表３－２（４））  

   オ １施設あたり職員平均勤続年数算定表（特定施設入居者生活介護の指定を    

    受けていない場合は、別表３－２（５）、特定施設入居者生活介護の指定を受

けている場合は、別表３－２（６）及び別表３－２（７））  

（３）利用者名簿（別表３－３）  

２ 要項第９条第２項第２号の規定に関わらず、収支精算書は、事業者の会計基準に  

 則した収入支出決算書（又は見込書）抄本とする。  

３ 要項第９条第４項の実績報告書の提出期限は、３月末日（第５条第１項第１号に

より事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知書を受理し  

 た日から２０日以内）とし、提出部数は１部とする。  

 

 （雑則）  

第７条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。  



 

   附 則  

 この要領は、平成１４年８月２０日から施行し、平成１４年４月１日から適用する。  

   附 則  

 この要領は、平成１７年３月３１日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。  

   附 則  

 この要領は、平成１８年７月３日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。  

   附 則  

１ この要領は、平成２１年３月１３日から施行し、平成２０年６月１日から適用す

る。  

２ この要領の施行前に従前の規定及び様式により取り扱ったものは、改正後の相当

の規定及び様式により取り扱ったものとみなす。  

   附 則  

 この要領は、平成２４年２月８日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。  

附 則  

  この要領は、平成２７年１月１９日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。  

 


























































